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第２期愛媛県医師確保計画（概要） 

 

１ 計画策定の趣旨 

 ○ 医療法の一部改正により、医療計画の一部として医師の確保に関する事項を定めた

「医師確保計画」を策定することとされた。 

 ○ 医師確保計画の策定に当たっては、地域医療対策協議会（本県では保健医療対策協議

会）での検討を踏まえ、医療審議会で意見聴取を経て決定するもの。 

 ○ 愛媛県地域保健医療計画の一部として、2020 年（令和２年）から 2023 年（令和５年）

までの４年間、2024 年（令和６年）以降は３年間を計画期間とし、医師確保の目標とす

る 2036 年（令和 18 年）までに計４度の見直しを行う。今回の計画は第２期計画（2024

年（令和６年）～2026 年（令和８年））となる。 

 ◇医師確保計画 

   ・ 地域の医療ニーズや課題を踏まえて地域医療構想等の地域の医療政策と整合を 

図りつつ医師確保対策を実施するとともに、今後、臨床研修を終える地域枠医師の

増加に伴う医師配置等において、市町や医療関係団体、大学、関係する医療機関等

と連携して地域に必要とされる医療を確実に提供できる体制の整備を進めていく

ことを目指し、本計画を策定する。 

   ・ 計画の策定に当たっては、三次医療圏ごと及び二次医療圏ごとに、医師の多寡を

統一的に比較・評価した「医師偏在指標」を算定し、長期的には、医師偏在指標が

全国平均となる医師数（必要医師数）、短期的には、医師少数都道府県（医師少数

区域）から脱却するための医師数(目標医師数)を確保するとされているが、本県は

医師少数都道府県ではなく、医師少数区域も有しないことから、現状の水準を維持

することを基本的な方針とし、特に医師中程度区域及び医師少数スポットにおける

医師の確保を県全体の課題と捉え、計画を策定する。 

  ➢ 必要医師数…将来時点（2036 年（令和 18 年））において確保が必要な医師数

として厚生労働省が算出した医師数。将来時点における全国の医師数が全国の

医師需要に一致する場合の医師偏在指標（全国値）と圏域ごとの医師偏在指標

が等しくなる場合の医師数。 

  ➢ 目標医師数…各計画期間終了時点において確保が必要な医師数として厚生労

働省が算出した医師数。計画期間終了時点の圏域ごとの医師偏在指標が計画開

始時点の下位 33.3％に相当する医師偏在指標（閾値）に達するために必要な医

師数。 

   ⇒ 本県においては医師少数区域が存しないことから、令和５年３月に厚生労

働省が示した「医師確保計画策定ガイドライン～第８次（前期）～」に基づ

き、全ての圏域において、2020 年（R2 年）時点の医師数を目標医師数として

設定する。 
 

※ 医師偏在指標は、必ずしも医師偏在の状況を表しうる全ての要素が盛り込まれているものでは

なく、また、一定の仮定のもとに算出されているものであることから、医師の絶対的な充足状況を

示すものではなく、あくまでも相対的な偏在の状況を表すものである。このため、医師偏在指標を

絶対的な基準として取り扱うことや機械的な運用を行うことのないよう留意する必要がある。 
 

   ・ 産科及び小児科については、個別に医師偏在指標を算定し、「周産期医療圏」及

び「小児医療圏」ごとの医師確保計画を策定する。 
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２ 計画の骨子（案） 

◇医師確保計画 

   ・ 計画の構成 

（１）基本的事項 

（２）第７次愛媛県地域保健医療計画（第１期医師確保計画）の評価 

（３）現状と課題 

（４）医師確保の方針と対策 

（５）産科・小児科における医師確保対策 

（６）計画の効果の測定・評価 

   ・ 県全体及び二次医療圏ごとに医師確保の方針を定める。 

     【県全体及び二次医療圏ごとの医師確保の方針（設定時点：2026 年（令和８年））】 

① 県全体の医師数は、現状の水準を維持していくことを基本方針とする。 

② 地域枠を活用した医師の養成のほか、キャリア形成プログラムへの登録や勤 

務環境の改善等により定着支援を促進し、県内の医療機関に継続して勤務する 

医師を確保する。 

③ 本県は医師中程度都道府県であり、松山圏域を除き医師中程度区域ではある 

ものの医師少数区域に近い圏域が多数あることや医師少数スポットの医師を 

確保する必要があることから、他都道府県からも医師を招へいすることも可能 

である。 

④ それぞれの二次医療圏が目標医師数を達成することを目指し、一層の医師確 

保対策を推進するため、関係機関との連携の強化や必要な体制整備に努める。 

⑤ 医師確保対策は、地域医療構想と医師の働き方改革との密接な関連性がある 

ことから、一体的に進める必要がある。 

⑥ 医師中程度区域である宇摩、新居浜・西条、今治、八幡浜・大洲、宇和島圏 

域及び医師少数スポットである久万高原町、愛南町については、統一的かつ客 

観的に医師不足の状況を精査しつつ、市町の要望も踏まえて不足する医師の確 

保を図る。 

⑦ 医師多数区域である松山圏域は、他の区域からの医師確保は行わないことを 

基本とし、医師が不足する県内各地域への医師派遣を促す。 

   ・ 各医師偏在指標及び区分設定 

圏 域 
医師 

偏在指標 
 医師少数 

スポット※ 
分娩取扱医師

偏在指標 
 小児科医師

偏在指標 
 

区分 区分 区分 

全国 255.6 ― ― 10.6 ― 115.1 ― 

愛媛県 246.4 中程度 ― 8.7 少数 120.0 ― 

宇摩 190.7 中程度 ― 
8.2 ― 88.5 少数 

新居浜・西条 199.4 中程度 ― 

今治 198.4 中程度 ― 7.0 少数 132.7 ― 

松山 292.0 多数 久万高原町 
9.3 ― 125.6 ― 

八幡浜・大洲 180.2 中程度 ― 

宇和島 187.9 中程度 愛南町 9.5 ― 134.6 ― 

※医師少数スポット…人口 10 万人あたりの医療機関従事医師数が全国平均と比して著しく少なく、

圏域の中心地へのアクセスが自家用車または公共交通機関を利用した場合で

あっても概ね 30 分以上を要する市町であり、かつ、病院を有する市町と定義 
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〔目標医師数〕 

圏域 
区分 圏域 

厚生労働省算出 
愛媛県計画 
（2024(R6)-
2026(R8)） 

 
現在時点 
2020 年 
(R2 年) 

現在医師数 
 
Ａ 

 
将来時点 
2036 年 
(R18 年) 

必要医師数 
 
Ｂ 

第２期計画期間
終了時点 2026 年
度末(R8 年度末) 
下位 33.3％ 
到達医師数 

 
Ｃ 

 
 
 

目標医師数 
 
 

Ｄ＝Ａ 

－ 愛媛県 3,693 3,671※1 3,152※1 3,693 
      

医師多数 
区域 松 山 2,240 2,083  1,326 2,240 

医師中程度
区域 

宇 摩 157 205 138 157 
新居浜・西条 442 550 371 442 

今 治 335 361 261 335 
八幡浜・大洲 263 298 221 263 

宇和島 256 285 212 256 
小 計 1,453 1,699 1,202 1,453 

 ※1 各二次医療圏域の合計値と県全体の値に差異が生じている理由は、都道府県と二次医療圏ごとに異なる指標値により算出しているため。 
 
＜考え方＞ 
・ 本県は、医師少数都道府県ではなく、また、すべての二次医療圏域が医師少数区域
でもないことから、令和５年３月に厚生労働省が示した「医師確保計画策定ガイドラ
イン～第８次（前期）～」に基づき、2020 年（令和２年）時点の医師数を第２期計画
期間の目標医師数として設定する※2。 

  ※2 ガイドラインの一部改正により、第２期計画期間開始時において医師少数都道府県(区域)でない都道府県(区域)につい

ては、原則として、目標医師数は計画開始時の医師数を設定上限数とすることとされた。 
 

・ しかしながら、圏域の中には、医師少数区域に近い圏域があるほか、一部の地域や

診療科においては依然として十分な医師が確保されているとは言い難い状況にある
ことから、引き続き、関係機関との連携のもと、医師確保対策を推進していく。 

 
 ＜具体的施策＞ 

  ・ 医師確保の方針に基づき、次の対策を柱に医師確保対策を実施する。 

【地域枠医師等による医師確保対策】 

➢ 地域枠医師等の奨学医師は、市町の要望に配意したうえで、関係医療機関の

ニーズや医師本人の希望を踏まえながら、県内の医師が不足する地域の中核

病院等に配置する。 

     ➢ 自治医科大学卒業医師は、市町等の要望や医師本人の希望も踏まえながら、

県内のへき地医療機関等に配置する。 

     ➢ 愛媛プラチナドクターバンク事業の実施により、県、県医師会、愛媛大学医

学部等の医育機関等が連携して、県内外の医療機関を退職（退官）する医師を

主なターゲットとして医師不足地域等の医療機関とのマッチングを図る。 

➢ 愛媛大学への寄附講座の設置等により、地域のニーズに即した地域医療に関

する研究や、医学生及び研修医等に対する現地実習等を含めた実践的な教育・

研修の実施に努め、若手医師の確保に取り組むとともに、地域医療に必要な知

識・技術を身に付けた総合診療医の育成を図る。 
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➢ 救急医療等に係る医師を目指す若手医師等を対象にした医育機関が実施す

る研修等に対し経費を補助し、特に不足する救急医の確保に努める。 

    【新たな医師確保対策】 

➢ 「愛媛県地域医療医師確保短期奨学金制度」を拡充させ、「愛媛県地域医療

医師確保期間選択制奨学金制度」とし、大学を問わず最大で６年間分の生活費

を貸与することで、地域医療を担う若手医師の確保を強化する。 

➢ 医師少数区域及び医師少数スポットに従事した医師を厚生労働大臣が認定

する「医師少数区域等経験認定医師制度」を広く周知し、認定を受ける医師の

増加に取り組むとともに、医師少数スポットで勤務を継続するためのスキル

アップ支援を行う。 

➢ 愛南地域のオンライン診療実施のモデル事業の成果を踏まえ、情報通信技

術を活用し、遠隔から医師不足地域での診療を行う医師を確保する医療機関

の取り組みを支援する。 

【県外からの医師確保】 

➢ 県内の臨床研修病院で臨床研修を予定している県外医学生を対象として、

地域の医療機関への体験実習や臨床研修病院合同説明会への参加を促し、県

外からの臨床研修医確保に取り組む。 

【県内への定着支援】 

➢ 関係機関との連携のもと、地域枠医師及び自治医科大学卒業医師のキャリア

形成支援に努め、義務年限終了後の県内定着を促進する。 

➢ 医療勤務環境改善支援センターや愛媛労働局等関係機関との連携のもと、勤

務環境の改善につながる助言や、医師の働き方改革に対する支援を行うなど、

医療機関の勤務環境改善に取り組む。 

➢ 子育て中の医師が安心して勤務できるよう、育児等により離職している医師

の再就業のため、復職相談や復職研修に取り組む。 

【医師少数スポットに特化した対策】 

➢ 自治医科大学卒業医師や地域枠医師の地域貢献期間中の配置調整において、 

医師少数スポットにおける医師の分布状況を把握し、適切な配置に取り組む。 

➢ 県の寄附講座である「地域医療学講座」の地域サテライトセンターを通じて

地域医療に必要な知識や技量を身につけた若手医師の養成を図るとともに、診

療支援による地域医療提供体制の確保を図る。 

【産科・小児科における医師確保対策】 

➢ 地域の医療機関に地域枠医師や自治医科大学卒業医師、地域医療期間選択

制奨学金貸与医師等の配置を進める。 

➢ 産科医師及び小児科医師以外の職種とのタスク・シフト／シェアなど、医師

の働き方改革を踏まえた産科・小児科医師の勤務環境改善を支援する。 

➢ 愛媛大学への寄附講座の設置により、診療支援を通じて小児・周産期医療シ

ステムの研究・教育システムの研究等を行い、小児・周産期医療の体制構築に

取り組む。 

➢ 「愛媛県地域医療医師確保期間選択制奨学金」における「特定診療科枠（産

科医師確保特別奨学金）」の活用を通じて、特に不足する産科医の確保に努め

る。 


